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１　現金預金

２　売掛金

３　棚卸資産

４　前払費用

５　その他

流動資産　計

１　有形固定資産

　(1) 土地・建物

　(2) 建物付属設備

　(3) パソコン等

  (4) ソフトウェア

  (5) 自動車

  (6) 機械設備

  (7) 空調・照明設備

  (8) 厨房機器

  (9) 什器・器具備品

 (10) その他

　有形固定資産　計

２　投資その他資産

  (1) 敷金、礼金

  (2) その他

投資その他資産　計

 １ 創業費

 ２ 開業費

繰延資産　計

 １ 買掛金

 ２ 未払金

 ３ 短期借入金

   長期借入金

   資本金（元入金）

Ⅱ　固定資産

４-１　開始貸借対照表

Ⅰ　流動資産

資本　計

負債・資本　計

Ⅱ　固定負債

負債　計

Ⅰ　資本

Ⅲ　繰延資産

資産合計

　

流動負債　計

Ⅰ　流動負債

事業計画書作成マニュアル(手引書)
１　事業計画書作成の目的

（1）事業内容の明確化

　　自分の経歴や得意分野、人脈、保有ノウハウ・資産等を整理し、頭に描いている考え（事業アイデア・事業イメージ）を事業計画書として書くことによって、自分がなすべきことが明確になり、事業を進めるうえでの行動指針となります。

（2）事業リスクの回避

　　事業アイデアや事業イメージに客観的検証を加えることにより、どのようなリスクや障害が想定されるか、また当初想定していた資金や経費等の甘さが認識できます。そして計画の練り直しをすることにより、事業の成功率を高めることができます。

（3）事業協力者の確保

　　事業は一人だけでできるものではありません。金融機関、ベンチャーキャピタル、投資家、商品の仕入先、販売先、事業パートナー、従業員等その事業に関わるすべての利害関係者が協力者となり得ます。これまで何の実績もない創業者が、彼らの信頼を得て、事業に協力してもらうためのツール（手段）が事業計画書です。特に、事業資金の提供者としての金融機関等は、この事業計画書を詳細に検討し、融資等の判断材料とします。

２　事業計画策定に必要な要素
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４-５　開業前必要資金の調達

自己資金（本人、親族、知人その

他出資者）



借入金



合　計　Ｂ

※資金調達の合計額Ｂは必要資金額の

合計額Ａを上回らなければならない。

Ａ≦Ｂ

　　（要　 素）
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16,000

４-５　開業前必要資金の調達

自己資金（本人、親族、知人その

他出資者）

7,500

借入金

8,500

合　計　Ｂ

※資金調達の合計額Ｂは必要資金額の

合計額Ａを上回らなければならない。

Ａ≦Ｂ
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敷金・礼金

1,200

権利金・保証金

仲介手数料

駐車場契約料

家賃・駐車場借上料（開業前分）

その他

1,200

内装工事費

3,000

外装工事費

2,000

空調・照明工事費

1,000

通信工事費

700

看板

その他

6,700

土地・建物

パソコン等

300

ソフトウエア

自動車

機械設備

空調・照明設備等

厨房機器等

4,200

什器（デスク、イス等）

600

その他

5,100

チラシ・パンフレット

50

ホームページ

会社案内

名刺

景品

花輪等

その他

50

仕入

30

外注費

その他

30

定款作成費

50

各種規則作成費

50

法人登記登録免許税

100

その他

200

14,868

　４-４　開業前に必要な資金
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1,588

合　　計　Ａ
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１　現金預金

15,720

２　売掛金

３　棚卸資産

30

４　前払費用

５　その他

流動資産　計

15,750 15,750

１　有形固定資産

　(1) 土地・建物

　(2) 建物付属設備

6,700

　(3) パソコン等

300

  (4) ソフトウェア

  (5) 自動車

  (6) 機械設備

  (7) 空調・照明設備

  (8) 厨房機器

4,200

  (9) 什器・器具備品

600

 (10) その他

　有形固定資産　計

11,800 11,800

２　投資その他資産

  (1) 敷金、礼金

1,200

  (2) その他

投資その他資産　計

1,200 1,200

13,000

 １ 創業費

200

 ２ 開業費

50

繰延資産　計

250 250

29,000

 １ 買掛金

 ２ 未払金

13,000

 ３ 短期借入金

  　

流動負債　計

13,000 13,000

   長期借入金

8,500

21,500

   資本金（元入金）

7,500

7,500

29,000

４-１　開始貸借対照表

Ⅰ　流動資産

Ⅱ　固定資産

Ⅲ　繰延資産

資産合計

Ⅰ　流動負債

Ⅱ　固定負債

負債　計

Ⅰ　資本

資本　計

負債・資本　計

　固定資産計
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敷金・礼金

権利金・保証金

仲介手数料

駐車場契約料

家賃・駐車場借上料（開業前分）

その他

内装工事費

外装工事費

空調・照明工事費

通信工事費

看板

その他

土地・建物

パソコン等

ソフトウエア

自動車

機械設備

空調・照明設備等

厨房機器等

什器（デスク、イス等）

その他

チラシ・パンフレット

ホームページ

会社案内

名刺

景品

花輪等

その他

仕入

外注費

その他

定款作成費

各種規則作成費

法人登記登録免許税

その他

　４-４　開業前に必要な資金
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仕
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創

業

費

小　計

運転資金



合　　計　Ａ



３　事業計画書の主要項目

　事業計画書には既に多くのフォーマットが存在しており、各支援機関や経営コンサルタント会社のホームページからも簡単にダウンロードできます。どのフォーマットも概ね下記のような項目から成っており、この項目に従って事業計画書を作成していきます。

	項　　目
	記入内容

	創業者
	氏名等基本的属性、略歴、経験・実績等の特記事項

	事業概要
	創業予定時期・場所、事業形態、業種・業態、事業テーマ、経営理念、創業の動機、製品・技術・商品・サービス、人員計画

	事業環境
	外部・内部環境（ＳＷＯＴ分析）、競合他社との比較（ポジショニング分析）、市場規模、事業協力者

	リスク(課題)と解決策
	自社のあるべき姿（夢）を実現するために、想定されるリスクや課題とその解決方法

	行動計画
	全体スケジュール

	販売計画
	顧客ニーズ、価格、販路、販促、ＭＤ（マーチャンダイジング：適正な数量、価格、時期などを検討して商品を仕入れて販売する品揃え計画）、店舗、接客などのマーケティング戦略

	仕入(製造)方法
	仕入方法、製造方法等

	財務計画
	開始貸借対照表、損益計画、資金計画


４　記入上のポイント（記入例）

　創業に当たっては、個人営業で小さな飲食店を経営するケースから、株式会社を設立し、将来のＩＰＯ（株式公開）を目指すベンチャー企業まで、いろいろな形態があります。次ページ以降に、広島市中小企業支援センターの基本フォーマットと記入上のポイント及び記入例を示しますので、参考にしてください。
事業計画書
１　経歴

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(がな),名)
	
	性別
	男・女
	生年月日
	年　 月　 日（　 歳）

	経歴（最終学歴・職歴）



	特記事項（経験・実績）




２　事業概要

	【創業予定時期】
	　平成　　　年　　　月

	【創業予定場所】
	

	【予定事業形態】
	　１株式会社　　２個人　　３その他（　　　　　　　　　）

	【業種・業態】
	

	【事業テーマ】
	


	【事業に関係する法令、事業に必要な許認可・届出・資格・免許取得の有無】

	

	【創業の動機】

	

	【経営理念】

	

	【自社のあるべき姿（夢）】

	

	【製品・技術・商品・サービスの内容】

	

	【外部環境】（経済・社会情勢、業界動向、競合関係、周辺人口、立地等について記入）

	機　会
	脅　威

	
	

	【内部環境】（人材、製品、資金、ノウハウ、保有特許等について記入）

	強み
	弱み

	

	

	【新規性及び既存製品・技術等との比較優位性】

	当事業の製品・技術等
	既存の製品・技術等

	

	

	【事業実施に向けての課題と解決方法】

	

	【事業協力者（パートナー、ネットワーク等）の概要】

	

	【人員計画】（延べ人数を記入）

	項　目
	第１期
	第２期
	第３期
	備　考

	役員（事業主）
	人
	人
	人
	

	従業員（専従者）
	人
	人
	人
	

	パート・アルバイト
	人
	人
	人
	

	合　計
	人
	人
	人
	


３　販売・仕入（製造）方法

	【対象顧客】

	顧客ターゲット



	対象顧客のニーズ



	【販売方法】

	価格



	販路



	販売促進



	【仕入（製造）方法】

	


４　財務計画













	４-２【予想損益】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）

	項　　目
	金　　額

	
	第１期
	第２期
	第３期

	①売上高
	
	
	

	②売上原価
	
	
	

	③売上総利益（①－②）
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	

	⑤営業利益（③－④）
	
	
	

	⑥営業外収益（預金利息、助成金、補助金など）
	
	
	

	⑦営業外費用（支払利息・割引料など）
	
	
	

	⑧経常利益（⑤＋⑥－⑦）
	
	
	

	⑨法人税・所得税等充当額
	
	
	

	⑩税引後利益（⑧－⑨）
	
	
	

	⑪減価償却費、創業費償却、開業費償却
	
	
	

	⑫償却前税引後利益(キャッシュフロー)(⑩＋⑪)
	
	
	

	４－３【予想資金収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	収入
	期中の増資、借入
	
	
	

	
	償却前税引後利益(キャッシュフロー)(上記⑫再掲)
	
	
	

	
	計　（Ａ）
	
	
	

	支出
	期中の設備資金
	
	
	

	
	増加運転資金
	
	
	

	
	借入金返済
	
	
	

	
	個人事業主報酬
	
	
	

	
	計　（Ｂ）
	
	
	

	当期差額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）
	
	
	

	前期繰越差額（Ｄ）
	
	
	

	次期繰越差額（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）
	
	
	



４－６　商品・部門別売上計画書（第１期、第２期、第３期）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	商品・部門
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	合計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４－７　顧客別・販売先別売上計画書（第１期、第２期、第３期）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	顧客・販売先
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	合計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４－８　商品・部門別仕入計画書（第１期、第２期、第３期）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	商品・部門
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	　月
	合計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


売上予測の方法

＜一般小売店＞　平均客単価×１日当たり客数×営業日数

＜一般小売店（客数の見込みが不明の場合）＞　売場面積当たり売上高×売場面積

＜飲食・理美容業＞　平均客単価×客席数×回転数×営業日数

＜労働集約的な業種＞　従業員１人当たり売上高×従業員数

＜設備集約的な業種＞　単価×設備１台当たり生産能力×台数

＜施設産業（ホテル・旅館業、カラオケボックス等）＞

施設（客室）使用単価×施設数（客室数）×回転数×営業日数

　　　※　売場面積当たり売上高、従業員１人当たり売上高等は、個別に積算することが望ましいが、困難な場合は経営指標等で調べる。


４－９　販売費及び一般管理費内訳表

	項　　　　目
	金額（千円）

	
	第１期
	第２期
	第３期

	人件費
	役員報酬（法人の場合）
	
	
	

	
	従業員（専従者）給与・賞与
	
	
	

	
	パート、アルバイト給与
	
	
	

	
	通勤手当
	
	
	

	
	福利厚生費
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	

	通信費
	
	
	

	地代・家賃・賃借料
	
	
	

	水道光熱費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	創業費償却
	
	
	

	開業費償却
	
	
	

	その他（予備費）
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	


４－１０　借入金・支払利息計算表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	借入先
	借入額
	返済条件(償還期間・利率等)
	借入残高
	支払利息

	
	
	
	第1期末
	第2期末
	第3期末
	第１期
	第２期
	第３期

	親族・知人
	
	
	
	
	
	
	
	

	○○銀行
	
	
	
	
	
	
	
	

	○○銀行
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


４－１１　設備資金内訳表

	内　　　　　容
	金額（千円）

	
	第１期
	第２期
	第３期

	工場、事務所、店舗の確保に必要な資金
	土地・建物代
	
	
	

	
	権利金・敷金・保証金
	
	
	

	
	不動産の取得に伴う諸税
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	工場、事務所、店舗の工事に必要な資金
	内・外装工事費
	
	
	

	
	電気工事費
	
	
	

	
	設備工事費
	
	
	

	
	配管工事費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	機械、什器、備品の購入費
	機械設備
	
	
	

	
	厨房機器
	
	
	

	
	空調機器
	
	
	

	
	自動車
	
	
	

	
	パソコン・事務機
	
	
	

	
	陳列棚・ショーケース
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	


４－１２　設備投資・減価償却計算表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	設備名
	取得価額
	耐用年数
	減価償却費

	
	
	
	第１期
	第２期
	第３期

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	


以上、記入のポイント及び記入例を参考に、次ページ以降のフォーマットで、あなたの事業計画書を作ってみましょう。

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	４－１３　助成対象経費
	

	
	
	
	（単位：円）

	
	項　　目
	金　　　額

	
	設備資金
	敷金
	2,000,000 

	
	
	内装設備
	6,300,000 

	
	
	什器・備品
	1,500,000 

	
	
	仲介手数料
	200,000 

	
	経　　費
	賃借料
	　

	
	
	仕入高
	　

	
	
	広告宣伝費
	　

	
	
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	合　　計
	10,000,000 

	
	
	
	

	
	４－１４　助成金額
	

	
	
	　1,333千円
	

	
	
	　算出根拠　　     10,000千円×2/3＝    6,666千円　>　1,333千円

	
	
	
	

	
	
	

	
	
	


　                      
　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　＊４－９販売費及び一般管理費内訳表からの運転資金の算定（３ケ月分）
　　　　　（人件費（4,373千円）＋通信費（90千円）＋家賃（1,440千円）＋水道光熱費（450千
円））÷12月×3月＝1,588千円
１　流動資産
　　　　　　　①　現金預金

　　　　　　　　　貸借対照表の調整科目であり、負債・資本計－資産（現
　　　　　　金預金を除く）で算定する。
　　　　　　　②　棚卸資産

　　　　　　　　　開業前に必要な資金（以下「必要な資金」という。）の仕

入費の30千円を計上する。

２　固定資産

　　　　　　　①　有形固定資産

　　　　　　　　ア　建物付属設備

　　　　　　　　　　「必要な資金」の改装工事費等の6,700千円を計上

　　　　　　　　イ　パソコン等

　　　　　　　　　　「必要な資金」のパソコン等の300千円を計上

　　　　　　　　ウ　厨房機器

　　　　　　　　　　「必要な資金」の厨房機器の4,200千円を計上
　　　　　　　　エ　什器・器具備品

　　　　　　　　　　　必要な資金」の什器600千円を計上
　　　　　　　②　投資その他資産

　　　　　　　　　「必要な資金」の敷金・礼金1,200千円を計上

　　　　　　３　繰延資産

　　　　　　　①　創業費

　　　　　　　　　「必要な資金」の創業費200千円を計上

　　　　　　　②　開業費

　　　　　　　　　「必要な資金」の広告宣伝費50千円を計上

　　　　　　４　流動負債

　　　　　　　　未払金

　　　　　　　　貸借対照表の固定資産計13,000千円を計上

　　　　　　５　固定負債

　　　　　　　　長期借入金

　　　　　　　　開業前必要資金の調達の借入金8,500千円を計上
　　　　　　６　資本

　　　　　　　　資本金

　　　　　　　　開業前必要資金の調達の資本金7,500千円を計上

ケーキ屋（個人事業）の開店をモデルに財務計画の記入例を示します。（ここに書かれた数値（金額等）は架空のもので、実際の数値ではありません。）

　  
	４－２　【予想損益】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	金　　額

	
	第１期
	第２期
	第３期

	①売上高（詳細は添付資料４－６，７）
	18,058
	19,864
	21,850

	②売上原価（詳細は添付資料４－８）
	7,223
	7,946
	8,740

	③売上総利益（①－②）
	10,835
	11,918
	13,110

	④販売費及び一般管理費（詳細は添付資料４－９）
	
	
	

	⑤営業利益（③－④）
	
	
	

	⑥営業外収益（本制度の助成金等）
	
	
	

	⑦営業外費用（支払利息・割引料など）
	
	
	

	⑧経常利益（⑤＋⑥－⑦）
	
	
	

	⑨法人税・所得税等充当額（注１）
	
	
	

	⑩税引後利益（⑧－⑨）
	
	
	

	⑪減価償却費等（添付資料４－９　記載の再掲）
	
	
	

	⑫（⑩＋⑪）
	
	
	

	４－３　【予想資金収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	収入
	期中の増資、借入
	
	
	

	
	上記⑫再掲
	
	
	

	
	計　（Ａ）
	
	
	

	支出
	期中の設備資金
	
	
	

	
	増加運転資金（注３）
	
	
	

	
	借入金返済
	
	
	

	
	個人事業主報酬
	
	
	

	
	計　（Ｂ）
	
	
	

	当期差額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）
	
	
	

	前期繰越差額（Ｄ）
	
	
	

	次期繰越差額（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）
	
	
	

	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月

	ケーキ
	1,248
	1,248
	1,248
	874
	874
	874
	1,248
	1,248
	1,872

	贈答用菓子
	195
	195
	195
	195
	254
	195
	195
	195
	254

	計
	1,433
	1,433
	1,433
	1,069
	1,128
	1,069
	1,443
	1,443
	2,126

	　
	1月
	2月
	3月
	計

	ケーキ
	1,622
	1,622
	1,622
	15,600

	贈答用菓子
	195
	195
	195
	2,458

	計
	1,817
	1,817
	1,817
	18,058


売上高（経験に基づく平均客単価等を使用した簡便法）

　・ケーキ

　　　平均客単価1,200円×40人/日×26日＝1,248千円（平均月商）

　　　4月～6月・10月～11月　1,248千円

　　　7月～9月　　　　　　　 1,248千円×0.7＝  874千円

　　　12月　　　　　　　                                    　　　　　　　　　　　　　　　　1,248千円×1.5＝1,872千円

    　 1月～3月　　 　　　　 1,248千円×1.3＝1,622千円

　・贈答用焼菓子

　　　平均客単価1,500円× 5人/日×26日＝ 195千円（平均月商）

　　　8月・12月　　　　　　　　195千円×1.3＝254千円

　　　上記以外　　　　　　　　　195千円　　　　　　　　　　　 単位：千円

　・売上高計

15,600千円＋2,458千円＝18,058千円（毎期10％アップ）

第1期   18,058千円
第2期   18,058千円×1.1＝19,864千円　　    
第3期   19,864千円×1.1＝21,850千円
売上原価

　　　売上高×原価率40％（中小企業の経営指標等より原価率を把握する）

第1期    18,058千円×0.4＝7,223千円
第2期    19,864千円×0.4＝7,946千円　　
第3期    21,850千円×0.4＝8,740千円
４－９　販売費及び一般管理費内訳表
	項　　　　目　
	　　　　　　　　金　　　　　　額　　　　　（千　円）

	
	第１期
	第２期
	第３期

	人件費
	役員報酬（法人の場合）
	2,400
	2,400
	2,400

	
	従業員（専従者）給与・賞与
	1,498
	1,997
	2,496

	
	パート、アルバイト給与
	
	
	

	
	通勤手当
	250
	250
	250

	
	福利厚生費
	225
	300
	374

	      人件費　計
	4,373
	4,947
	5,520

	旅費・交通費
	
	
	

	広告宣伝費
	140
	140
	140

	通信費
	90
	90
	90

	地代・家賃・賃借料
	1,440
	1,440
	1,440

	水道光熱費
	450
	450
	450

	消耗品費
	300
	300
	300

	租税公課
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	
	
	
	

	その他（予備費）
	350
	350
	350

	合　　　　計
	
	
	


＊必要運転資金の算定（３ケ月分）
（人件費4,373千円＋通信費90千円＋家賃1,440千円＋水道光熱費450千円）
÷１２月×３月＝1,588千円
　販売費及び一般管理費

　　　・従業員等給料

　　　第1期　　時給800円× 6時間×26日×12ヶ月×1人＝1,498千円
　　　第2期　　時給800円× 8時間×26日×12ヶ月×1人＝1,997千円
　　　第3期　　時給800円×10時間×26日×12ヶ月×1人＝2,496千円
　

・通勤手当＊１日当たり1,000円を上限として支給

　　  第1期　　１日800円× 26日×12ヶ月×1人＝250千円

　　  第2期　　１日800円× 26日×12ヶ月×1人＝250千円

　　  第3期　  １日800円× 26日×12ヶ月×1人＝250千円

・福利厚生費　※従業員（専従者）給与の15％を目安

　　　従業員等給料×15％
　　　第1期　　1,498千円×0.15＝225千円
　　　第2期　　1,997千円×0.15＝300千円
　　　第3期　　2,496千円×0.15＝374千円
　　　　
　　・家　賃

　　　1ヶ月賃料120千円 　120千円/月×12ヶ月＝1,440千円/年

· ・広告宣伝費、消耗品費、水道光熱費、通信費、その他管理費

　　　　広告宣伝費　　　　140千円/年
消耗品費　　　　　300千円/年
水道光熱費　　　　450千円/年
通信費　　　　　　 90千円/年
　　　その他管理費　　　400千円/年
４－１１　設備資金内訳表
	内　　　　　容
	金額（千円）

	
	第１期
	第２期
	第３期

	工場、事務所、店舗の確保に必要な資金
	敷金
	1,200
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	工場、事務所、店舗の工事に必要な資金
	店舗改装工事
	6,700
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	機械、什器、備品の購入費
	ミキサー
	100
	
	

	
	オーブン
	500
	
	

	
	冷蔵庫
	200
	
	

	
	冷凍庫
	800
	
	

	
	ショーケース（2本）
	2,600
	
	

	
	レジスター
	600
	
	

	
	パソコン一式
	300
	
	

	合　　　　　計
	13,000
	
	


４－１２　設備投資・減価償却計算表　　　　　　　　　（単位：千円）
	設備名
	取得価額
	耐用年数
	減価償却費

	
	
	
	第１期
	第２期
	第３期

	店舗改装工事
	6,700
	
	
	
	

	ミキサー
	100
	
	
	
	

	オーブン
	500
	
	
	
	

	冷蔵庫
	200
	
	
	
	

	冷凍庫
	800
	
	
	
	

	ショーケース（2本）
	2,600
	
	
	
	

	レジスター
	600
	
	
	
	

	パソコン一式
	300
	
	
	
	

	計
	
	
	


設備投資計画

　　　・敷金　　　　　　　1ヶ月賃料12万円×10ヶ月分＝1,200千円
　　　・店舗改装工事一式　店舗改装工事坪単価45万円×15坪≒6,700千円
　　　・店内備品

　　　　ミキサー　　　　　　  100千円
　　　　オーブン　　　　　　  500千円
　　　　冷蔵庫　　　　　　　  200千円
　　　　冷凍庫　　　　　　　  800千円
　　　　ショーケース（２本）2,600千円
　　　　レジスター　　　　　  600千円
　　　　パソコン一式　　　　  300千円

　　　　　　　計　　　　  　5,100千円
　　　・設備資金合計　1,200千円＋6,700千円＋5,100千円＝13,000千円
※10万円未満、使用期間1年未満の設備は対象外
４－１１　設備資金内訳表
	内　　　　　容
	金額（千円）

	
	第１期
	第２期
	第３期

	工場、事務所、店舗の確保に必要な資金
	敷金
	1,200
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	工場、事務所、店舗の工事に必要な資金
	店舗改装工事
	6,700
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	機械、什器、備品の購入費
	オーブン
	500
	
	

	
	冷蔵庫
	200
	
	

	
	冷凍庫
	800
	
	

	
	ショーケース（2本）
	2,600
	
	

	
	レジスター
	600
	
	

	
	パソコン一式
	300
	
	

	合　　　　　計
	13,000
	
	


４－１２　設備投資・減価償却計算表　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	設備名
	取得価額
	耐用年数
	減価償却費

	
	
	
	第１期
	第２期
	第３期

	店舗改装工事
	6,700
	15
	447
	447
	447

	ミキサー
	100
	5
	20
	20
	20

	オーブン
	500
	5
	100
	100
	100

	冷蔵庫
	200
	6
	33
	33
	33

	冷凍庫
	800
	6
	133
	133
	133

	ショーケース（2本）
	2,600
	6
	433
	433
	433

	レジスター
	600
	6
	100
	100
	100

	パソコン一式
	300
	4
	75
	75
	75

	計
	1,341
	1,341
	1,341


※耐用年数は、税法で規定する耐用年数（法定耐用年数）を使用します。
４－９　販売費及び一般管理費内訳表
	項　　　　　　　　目　
	　　　　　　　　金　　　　　　額　　　　　（千　円）

	
	第１期
	第２期
	第３期

	人件費
	役員報酬（法人の場合）
	2,400
	2,400
	2,400

	
	従業員（専従者）給与・賞与
	1,498
	1,997
	2,496

	
	パート、アルバイト給与
	
	
	

	
	通勤手当
	250
	250
	250

	
	福利厚生費
	225
	300
	374

	広告宣伝費
	140
	140
	140

	通信費
	90
	90
	90

	地代・家賃・賃借料
	1,440
	1,440
	1,440

	水道光熱費
	450
	450
	450

	消耗品費
	300
	300
	300

	創業費償却
	40
	40
	40

	開業費償却
	10
	10
	10

	減価償却費
	1,341
	1,341
	1,341

	その他（予備費）
	350
	350
	350

	合　　　　計
	8,534
	9,108
	9,681


　減価償却費（定額法で算出。　取得価額÷耐用年数×使用月数÷12）
　　　　店舗改装工事　　　　6,700千円÷15年＝447千円／年

ミキサー　　　　　　  100千円÷ 5年＝ 20千円／年

　　　　オーブン　　　　　　  500千円÷ 5年＝100千円／年

　　　　冷蔵庫　　　　　　　  200千円÷ 6年＝ 33千円／年
　　　　冷凍庫　　　　　　　  800千円÷ 6年＝133千円／年
　　　　ショーケース（２本） 2600千円÷ 6年＝433千円／年

　　　　レジスター　　　　　  600千円÷ 6年＝100千円／年
　　　　パソコン一式　　　　  300千円÷ 4年＝ 75千円／年

　　　　　　　　　　　　計　　  　　　　　  1,341千円／年

※10万円未満、使用期間1年未満の設備は対象外
　【創業費償却】
　　創業費は５年の均等償却とする。
　　創業費200千円÷５年＝40千円（創業費償却）

　【開業費償却】
　　開業費は５年の均等償却とする。
　　創業費50千円÷５年＝10千円（開業費償却）
	　４－２　【予想損益】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	金　　額

	
	第１期
	第２期
	第３期

	①売上高（詳細は添付資料４－６，７）
	18,058
	19,864
	21,850

	②売上原価（詳細は添付資料４－８）
	7,223
	7,946
	8,740

	③売上総利益（①－②）
	10,835
	11,918
	13,110

	④販売費及び一般管理費（詳細は添付資料4-9）
	8,534
	9,108
	9,681

	⑤営業利益（③－④）
	2,301
	2,810
	3,429

	⑥営業外収益（本制度の助成金等）
	1,333
	
	

	⑦営業外費用（支払利息・割引料など）
	60
	55
	45

	⑧経常利益（⑤＋⑥－⑦）
	3,574
	2,755
	3,384

	⑨法人税・所得税等充当額（注１）
	1,430
	1,102
	1,354

	⑩税引後利益（⑧－⑨）
	2,144
	1,653
	2,030

	⑪減価償却費等（添付資料4-9記載の再掲）
	1,391
	1,391
	1,391

	⑫（⑩＋⑪）
	3,535
	3,044
	3,421

	　４－３　【予想資金収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	収入
	期中の増資、借入
	
	
	

	
	上記⑫再掲
	3,535
	3,044
	3,421

	
	計　（Ａ）
	3,535
	3,044
	3,421

	支出
	期中の設備資金
	
	
	

	
	増加運転資金（注３）
	▲369
	▲33
	▲39

	
	借入金返済
	250
	1,250
	1,250

	
	個人事業主報酬
	
	
	

	
	計　（Ｂ）
	▲119
	1,217
	1,211

	当期差額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）
	3,654
	1,827
	2,210

	前期繰越差額（Ｄ）
	―
	3,654
	5,481

	次期繰越差額（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）
	3,654
	5,481
	7,691



４－９　販売費及び一般管理費内訳表　
	項　　　　　　　　目　
	　　　　　　　　金　　　　　　額　　　　　（千　円）

	
	第１期
	第２期
	第３期

	人件費
	役員報酬（法人の場合）
	2,400
	2,400
	2,400

	
	従業員（専従者）給与・賞与
	1,498
	1,997
	2,496

	
	パート、アルバイト給与
	
	
	

	
	通勤手当
	250
	250
	250

	
	福利厚生費
	225
	300
	374

	広告宣伝費
	140
	140
	140

	通信費
	90
	90
	90

	地代・家賃・賃借料
	1,440
	1,440
	1,440

	水道光熱費
	450
	450
	450

	消耗品費
	300
	300
	300

	創業費償却
	40
	40
	40

	開業費償却
	10
	10
	10

	減価償却費
	1,341
	1,341
	1,341

	その他（予備費）
	350
	350
	350

	合　　　　計
	8,534
	9,108
	9,681





助成金（営業外収益）の算出

　　助成金額は、創業当初の必要資金の３分の２（最大1,333千円、千円未満切り捨て）が目安となります。このケースでは、当初必要資金は設備投資金額(13,000)千円としていますので、

　　13,000千円×2/3＝8,666千円＞1,333千円

　となり、限度額満額の1,333千円となります。
	　４－２　【予想損益】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	金　　額

	
	第１期
	第２期
	第３期

	①売上高（詳細は添付資料４－６，７）
	18,058
	19,864
	21,850

	②売上原価（詳細は添付資料４－８）
	7,223
	7,946
	8,740

	③売上総利益（①－②）
	10,835
	11,918
	13,110

	④販売費及び一般管理費（詳細は添付資料4-9）
	8,534
	9,108
	9,681

	⑤営業利益（③－④）
	2,301
	2,810
	3,429

	⑥営業外収益（本制度の助成金等）
	1,333
	
	

	⑦営業外費用（支払利息・割引料など）
	60
	55
	45

	⑧経常利益（⑤＋⑥－⑦）
	3,574
	2,755
	3,384

	⑨法人税・所得税等充当額（注１）
	1,430
	1,102
	1,354

	⑩税引後利益（⑧－⑨）
	2,144
	1,653
	2,030

	⑪減価償却費等（添付資料4-9記載の再掲）
	1,391
	1,391
	1,391

	⑫（⑩＋⑪）
	3,535
	3,044
	3,421

	　４－３　【予想資金収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	収入
	期中の増資、借入
	
	
	

	
	上記⑫再掲
	3,535
	3,044
	3,421

	
	計　（Ａ）
	3,535
	3,044
	3,421

	支出
	期中の設備資金
	
	
	

	
	増加運転資金（注３）
	▲369
	▲33
	▲39

	
	借入金返済
	250
	1,250
	1,250

	
	個人事業主報酬
	
	
	

	
	計　（Ｂ）
	▲119
	1,217
	1,211

	当期差額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）
	3,654
	1,827
	2,210

	前期繰越差額（Ｄ）
	―
	3,654
	5,481

	次期繰越差額（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）
	3,654
	5,481
	7,691



　　資金調達計画

　　・自己資金　　　　　6,000千円→財務計画の自己資金へ
　　・親からの借り入れ　2,500千円→財務計画のその他借入へ
　　　〔借入条件〕

　　　　期間10年、無利息
　　　　返済　2,500千円/10年＝250千円（毎年）→財務計画の借入金返済へ
　　・広島市女性・シニア・障害者チャレンジ資金　6,000千円（設備資金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　財務計画表の広島市女性・シニアチ

ャレンジ資金の利用による借入へ
　　　〔借入条件〕

　　　　期間7年（据置1年）、利率1.0％
　　　　返済　6,000千円/6年＝1,000千円（2年目から毎年）→財務計画の借入金返済へ

　　　　
　　　支払利息　　第1期（6,000千円＋6,000千円）/2×1.0％＝60千円
　　　　　　　　　第2期（6,000千円＋5,000千円）/2×1.0％＝55千円　　
　　　　　　　　　　第3期（5,000千円＋4,000千円）/2×1.0％＝45千円
　　　※支払利息＝（期首（前期末）残高＋期末残高）÷2×貸出利率

　　４－１０　借入金・支払利息計算表　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	借入先
	借入額
	返済条件(償還期間・利率等)
	借入残高
	支払利息

	
	
	
	第1期末
	第2期末
	第3期末
	第１期
	第２期
	第３期

	親
	2,500
	10年、無利息
	2,250
	2,000
	1,750
	0
	0
	0

	チャレンジ資金
	6,000
	7年（据置1年）1％
	6,000
	5,000
	4,000
	60
	55
	45

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	8,500
	
	60
	55
	45




	　４－２　【予想損益】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	金　　額

	
	第１期
	第２期
	第３期

	①売上高（詳細は添付資料４－６，７）
	18,058
	19,864
	21,850

	②売上原価（詳細は添付資料４－８）
	7,223
	7,946
	8,740

	③売上総利益（①－②）
	10,835
	11,918
	13,110

	④販売費及び一般管理費（詳細は添付資料4-9）
	8,534
	9,108
	9,681

	⑤営業利益（③－④）
	2,301
	2,810
	3,429

	⑥営業外収益（本制度の助成金等）
	1,333
	
	

	⑦営業外費用（支払利息・割引料など）
	60
	55
	45

	⑧経常利益（⑤＋⑥－⑦）
	3,574
	2,755
	3,384

	⑨法人税・所得税等充当額（注１）
	1,430
	1,102
	1,354

	⑩税引後利益（⑧－⑨）
	2,144
	1,653
	2,030

	⑪減価償却費等（添付資料4-9記載の再掲）
	1,391
	1,391
	1,391

	⑫（⑩＋⑪）
	3,535
	3,044
	3,421

	　４－３　【予想資金収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	収入
	期中の増資、借入
	
	
	

	
	上記⑫再掲
	3,535
	3,044
	3,421

	
	計　（Ａ）
	3,535
	3,044
	3,421

	支出
	期中の設備資金
	
	
	

	
	増加運転資金（注３）
	▲369
	▲33
	▲39

	
	借入金返済
	250
	1,250
	1,250

	
	個人事業主報酬
	
	
	

	
	計　（Ｂ）
	▲119
	1,217
	1,211

	当期差額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）
	3,654
	1,827
	2,210

	前期繰越差額（Ｄ）
	―
	3,654
	5,481

	次期繰越差額（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）
	3,654
	5,481
	7,691


　　　

（増加）運転資金の算出

　運転資金は、取引条件、在庫計画から算出されます。当店は、販売は現金販売、原材料は掛仕入れとし、各期末の予定在庫・買掛金残高は下記のとおりとします。

第0期末　 第1期末　 第2期末　　第3期末

　　　　　　　　　（第1期首）

　原材料在庫　30千円　 　  52千円　　 58千円　　 63千円
　買掛金　　　 0千円　　　391千円　　430千円　　474千円

　　第1期運転資金　（52千円－30千円）－　(391千円－  0千円）＝▲369千円
　　第2期運転資金　（58千円－52千円）－（430千円－391千円）＝▲ 33千円
　　第3期運転資金　（63千円－58千円）－（474千円－430千円）＝▲ 39千円
　　　 ※　したがって、すべて現金取引で、在庫を持たない事業であれば、運転資金は0円になります。
新規創業のための





創業の動機、経験、経営理念、使命、存在意義等の確認→Ｗhy(なぜ)





６Ｗ２Ｈで考える





支　　援





資金、財務





タイミング





マーケティング





商品、製品


サービス





信　　念





顧客ターゲット


市　場





人や物などの経営資源をどの時点で投入するかなど、いつ、どういう行動を起こすかを考える。→Ｗhen(いつ)





必要資金、資金調達、資金収支計画、売上・利益計画等の確認→Ｈow much(いくらで)





事業パートナー、助言者、必要な人材、アウトソーシング、人員計画等の確認→Ｗho(誰と)





商品、製品、サービスをどうやって提供するか、売れる仕組みを考える。またその際に競合他社との比較優位性、独自性も考える。→Ｈow to(どのようにして)





顧客に対してどんな商品、製品、サービスを提供するのか。またそれらは市場に受け入れられるかを考える。→Ｗhat(何を)





商品やサービスを提供しようとするターゲットを絞り込む。→Ｗhom(誰に), Ｗhere(どこで)





事業の背景や事業に関することは必ず記入する。





事業の背景や事業に関することは必ず記入する。





事業の社会的意義を明確にする。


なぜ創業したいのか、創業に対する思い・願いを記入


創業者の「本気」が伝わるように





事業を実施するに当たっての信念、信条、態度、基本姿勢、自分を律する考え方、事業の存在意義、社会的貢献性等を記入





３～５年後に自社をどのような企業にしたいのかという自社のあるべき姿（夢）を記入


例：売上規模　3,000万円で、県内で顧客満足度ナンバーワンの企業となる








事業にとって追い風になる環境状況


例：規制緩和、高齢化の進展、女性の社会進出、地価の下落、為替変動　等





人口状況、景気動向、技術革新、社会現象、立地環境等事業に関連する社会的環境(自分の努力では変えられない環境)について、良い方向(機会)か悪い方向(脅威)かを分析


同じ環境でも自社の状況や受け取り方によって、機会と脅威が逆転することがある。





事業にとって逆風となる環境状況


例：大手・海外からの新規参入、コストダウン要請、価格競争、少子化　等





例：商品の新規性・独創性、豊富な商品知識、保有特許、オンリーワンの技術力、大手に販路がある、大手の役員とコネがある　等








自分の能力や協力者の援助等の経営資源（人、物、金、情報）が事業運営において強みになるか弱みになるか、得意分野と苦手分野を客観的に評価・分析





例：商品開発力がない、営業力がない、財務・経理に疎い、同業者しか知り合いがいない　等





競合他社の現状・動向を現地調査および業界誌等で可能な限り収集する。


競合他社の商品・サービスについて、いろんな切り口（概念、軸）で分析し、当社が優位性を発揮できるポジショニングを明確にする。


また、その上で、競合他社より優れている点、顧客から選ばれる理由を記入


＊競合他社とは、単に同業種だけを捉えるのではなく、業種は異なるが主力商品を取り扱っている店や主力商品の代替となる商品を取り扱っている店は競合他社として広く捉えること。　


【例】ランチを中心とした中華料理店の出店を計画


・昼食を提供する全ての飲食店、コンビニやスーパーの弁当等、事業所等を対象とした宅配弁当、ファーストフード店　等





財務計画表の運転資金へ





自社のあるべき姿（夢）と現状とのギャップを認識し、これを実現すために外部・内部環境（ＳＷＯＴ分析）における脅威、弱み等から想定されるリスクや課題を抽出し、対処方法や解決策を提示する。








据置１年につき利息のみ支払





事業パートナー・助言者・事業協力者等の人脈（ネットワーク）とその支援内容





自社のあるべき姿（夢）実現すために、事業に必要な人材を明確にし、いつ、どのような人材を、どれだけ確保するかを記入。





対象顧客を、消費者であれば（Ｂ to Ｃ）、性別、年齢、職業、地域、嗜好、所得水準、家族構成、生活様式等で、事業者であれば（Ｂ to Ｂ）、規模、業種・業態、地域、創業年数等で細分化し絞り込む。


例：20代後半の1人暮らしのシンプルな生活をしたいという女性


都会に住む30代の男性で、スポーツジムに通うアウトドア志向のタバコを吸わない年収700万円以上の会社員





絞り込んだ顧客が、どういうことに困っているか、どのようなニーズをもっているかを独自調査のほか、統計データ、調査データ等から客観的に実証する。（データ資料は別紙で添付）





(仕入方法)


商品や原材料の仕入先、原価（仕入単価）、支払条件等を記入


例：大手商社（○○商事）から食材（△△）を仕入れる。月末締め翌10日払い　等


いい商品を、いかに安く、安定して仕入れることができるかを着眼点として記入してください。


(製造方法)


製造業の場合は、生産・加工方法、協力工場・外注先等との連携、生産能力等を記入。


例：○○(材料)をプレス加工し、△△(部品)としてメーカーに出荷。部品を仕入れ、当社で組立て最終製品にする。月産○万個　等


 多品種、少量生産への対応や生産性の向上等を着眼点として記入してください。








主な商品、製品、サービス（メニュー）毎の（平均）単価を記入


原価、顧客の値頃感（リーズナブル プライス）、競合他社の状況、地域特性等を考慮し価格戦略を策定する。





事業を顧客にどう認識させるか、どのように販売網を築くか、アクセス方法を明確にする。


商品、製品、サービスの販路として計画しているルート（販売先）、そのシェア構成やマージン率、受取条件等を記入するとともに、利益計画、売上目標等に総合的に検討を加える。


いい商品や製品を持っていても、販路の確保や開拓ができないため売上高が伸びず苦戦している中小企業が多くあり、予想損益の実現可能性評価のポイントとなります。





信頼性、安心感といったブランドイメージをどう確立するか、販促戦略を考える。


どのようなネーミングやプレミアをつけることによって、商品、製品、サービスの認知度を高め、利用促進を図るかを考える。


ポイントカード、ＤＭ、チラシや新聞・雑誌の広告、ＨＰ等の販促手段も記入





別添資料の４－６，７を添付





積上げによる積算が望ましいが、不明の場合は、経営指標等を参考に、売上高に原価率を掛けて求める。別添資料の４－８を添付








創業前の経費も含む。





別添資料４－９を添付





別添資料４－１０を添付











法人の場合経常利益⑧の40％、個人の場合25％を目安








別添資料４－１１，１２で算出し、当該資料を添付





同額





同額





同額





事業主報酬は少なくとも月１５～２０万円は見込む





(当期末売掛債権-前期末売掛債権)+(当期末棚卸資産-前期末棚卸資産)-(当期末買掛債務-前期末買掛債務)で算出


※ 売掛債権：売掛金、未収金、受取手形等


※ 買掛債務：買掛金、未払金、支払手形等


※ 棚卸資産：製品・商品在庫





　　　�





同額





同額





同額


財務計画の予想損益の第１期①売上高と一致





創業前の経費も含む。





従業員（専従者）給与の15％を目安





別紙設備投資・減価償却計算表で算出





別記様式





簡便法


(期首(前期末)残高+期末残高)÷2×利率で算出





期首(前期末)残高-(借入額÷償還期間(年))で算出





財務計画の予想損益の支払利息と一致





減価償却資産の耐用年数等に関する省令で調べる。








10万円未満又は使用期間が1年未満の設備は対象外





定額法


取得価額÷耐用年数×使用月数÷12で算出


定率法


未償却残高×償却率×使用月数÷12で算出





1期の未償却残高＝取得価額


2期の未償却残高＝(取得価額-1期の償却費) 


3期の未償却残高＝(取得価額-1・2期の償却費)





どちらでも可





財務計画の予想損益の⑪減価償却費、販売費及び一般管理費内訳表の減価償却費と一致








10万円未満又は使用期間が1年未満の設備は対象外





助成対象経費のうち設備資金が３００万円を超える場合には、家賃、仕入等の経費は記入しなくてもよい。




































































Ⅰ－２　未払金


固定資産の取得は未払金とする。





Ⅲ－１　創業費（法人のみ）


創業費とは、株式会社等の法人が法律上の成立までに定款作成費等へ支出した設立費をいい、５年の均等償却を行う。


Ⅲ－２　開業費（法人、個人）


開業費とは、法人の場合設立後営業開始のときまでに支払われた開業準備のための費用（広告宣伝費、家賃、光熱水費等）であり、５年の均等償却を行う。





有形固定資産は各科目に計上する。


Ⅱ－１－(2) 建物付属設備


テナントとして借受け、営業開始前に内装工事、外装工事、空調・照明工事等を実施した場合には、建物付属設備として資産計上する。





Ⅰ－３　棚卸資産


開業前に販売を目的に購入した商品、製品、材料等をいう。


Ⅰ－４　前払費用


４月分の家賃などは、３月末に支払う商習慣となっており、


４月開業で、３月末に４月分家賃を支払ったときは前払費用として、流動資産に計上する。





有形固定資産として計上





棚卸資産として計上





�





改装工事費等は建物の使用可能期間を延長させる支出や建物の価額を増加させる支出であることから、建物付属設備として資産計上する。





開業費として資産計上








�





�





�





開業前にチラシ配付等の広告宣伝を行ったり、ホームページや会社案内の作成等の経費は広告宣伝費として計上します。


資産計上は、開業費として処理し、５年間の均等償却をします。





創業費とは、株式会社等の法人が法律上の成立までの間に支出された設立費をいい、創業費として繰延資産計上





経営が軌道に乗るまでには時間を要することから、その間を乗り切るため、運転資金を確保する必要があります。


運転資金は、４－９販売費及び一般管理費内訳表の人件費（個人事業の場合は生活費を含める）、通信費、地代・家賃・賃借料、水道光熱費の２～３月分を見積り、運転資金として確保します。





敷金・権利金とは家屋の賃借人が、賃料その他債務を担保するために、契約成立の際、あらかじめ賃借人に交付する金銭をいい、契約解除の際には金銭の返還を受けることができる。


投資その他の資産として計上





�





財務計画の予想損益の第１期②売上原価と一致





財務計画の予想損益の④販売費及び一般管理費と一致





開始貸借対照表の記入例





提供する商品、製品、サービスの内容・特徴を具体的に記入





可能な限り見積りを取り、根拠を明確にすること。


４－４開業前に必要な資金の「店舗等取得」、「改装工事費等」及び「有形固定資産取得費」の合計額に一致する。


ただし、期中に設備を購入予定の場合には、当該設備資金を加えたものとなる。





借入金・支払利息計算表へ





販売費及び一般管理費内訳表へ





附録　財務計画記入例





事業の内容・特徴を一言で表現する。





資格等を取得見込みの場合は、取得予定時期を記入


雇用予定者（従業員）が資格等を有する場合も記入





費目毎の積上げにより積算
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